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愛衛協 1-4 号

令和元年 12 月 11 日

❏愛衛協 組合ニュース❏

11 月 2 日（土）公明党愛知県本部

「団体懇談会」が開催されました

参加者 公明党 新妻参議、安江参議、犬飼県議、金庭名市議

   愛衛協 永田理事長、山下副理事長、相木副理事長、伊藤事務局長
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《国及び県への要望内容》
1.特定既存単独処理浄化槽に対する転換指導の推進と転換費用の個人負担を軽減

するため、浄化槽転換工事費や宅内配管工事費などの経済的な負担軽減対策を

講じること

2.公共浄化槽の維持管理について、合特法が制定されて趣旨に鑑み、既存の浄化

槽清掃業務に携わる団体等を活用すること

3.浄化槽台帳整備について効率的に行うために、市町村ごとの協議会の設置を促

進し、地域の実情に通じた当該市町村内の清掃業者、保守点検業者、指定検査

機関など関係者が協議を行い、浄化槽の維持管理指導に不可欠な各種の情報を

備えた台帳を作成されたい

4.台帳の情報などに基づき、浄化槽汚泥処理等に万全を期すよう必要に応じて、

市町村に対し廃棄物処理法に規定されている生活排水処理計画の見直しを指導

されたい

5.届出事項に休止前に清掃を実施した業者名、実施日を記載すること

また、今回の改正に併せて使用開始報告書に清掃業者、保守点検業者、指定検

査機関を記載するとともに、廃止届出に清掃業者名を記載するよう見直された

い

《市町村への要望》
1.一般廃棄物の適正処理を確実なものとするため、一般廃棄物の処理委託・許可制

度の適正な運用を図ること

2.「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」（以下

「合特法」という。）に基づく合理化事業計画の策定を推進し、同法の趣旨に基づ

く代替業務を地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号の随意契約に該当させ

ること

3.災害廃棄物対策について

ｱ.協定の締結に関し地元組合員との密接な連携を進められ、災害廃棄物の一時保

管場所の予定地、処理施設が被害を受けて際の代替運搬先などについての具体

的な情報の共有化をお願いします。

ｲ.2017 年国交省建築課長通知に基づき、下水道処理区域内の学校、公民館など避

難所へ浄化槽の設置をお願いします。

愛衛協から公明党への要望
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浄化槽清掃実務者講習会

11 月 7 日（木）8 日（金）の 2 日間にわたり浄化槽清掃実務者講習を昭和ビルの

9 階で開催いたしました。

23 社 59 名の方が受講いただきました。

引き続き、ご要望を踏まえ来年度も講習会開催を計画致しますので、業務調整の

うえ、ご参加下さいますようお願い申し上げます。
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令和元年 11 月 21 日（木）徳島県徳島市の徳島グランヴィリオホテルのグラ

ンヴィリオホールにて日環協主催の一般廃棄物適正処理推進大会が開催され、

参加致しました。

令和元年度一般廃棄物適正処理推進大会 in 徳島

14 時 30 分開会宣言にて大会が始まりました。

会長・徳島県団体長のご挨拶があり、令和元年度一般社団法人日本環境保全

協会会長表彰 表彰式が行われ、その後、事業報告・決議採択されました。

特別講演では、環境省より環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課長

名倉 良雄様にお越しいただき、「廃棄物・リサイクル行政の最近の動向につい

て」ご講話いただきました。

また、徳島県 県土整備部 水・環境課長 三好 一生様より「徳島県にお

ける生活排水処理について」ご講和いただきました。

大会は閉会し、17 時 30 分より懇親会が催されました。
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参加
社数

    内容

規模
パッカー 平ボディ ダンプ

アーム
ロール

ＢＣ
簡易
トイレ・
移動車両

隣接市町 11
台数 32 12 4 15 1

人員 41 18 4 18 1

尾張地域 3
台数 9 4 1 4

人員 16 7 2 7

三河地域 4
台数 9 2 7

人員 10 2 8

県内全域 21
台数 83 23 5 5 9 29 12

人員 108 35 6 6 10 49 2

東海 3 県 5
台数 14 4 2 2 6

人員 19 6 2 3 8

中部・近畿 2
台数 21 3 2 1 3 2 10

人員 16 3 2 2 3 4 2

全国 12
台数 33 10 3 2 3 15

人員 52 17 4 2 3 26

災害廃棄物処理の応援要請等のアンケート結果

災害廃棄物処理に関して自社以外の市町村への応援の意向について、ア

ンケート調査を実施しました。

50 社から回答があり、内応援可能は 44 社でした。

結果は、県内ならば全ての地域へ応援する意向を示されたのは、21 社

（各種車両台数計 83 台、人員 108 名）

であり、隣接市町への応援は 11 社（各種車両台数計 32 台、人員 41 名）、

尾張地域への応援は 3 社（各種車両台数計 9 台、人員 16 名）、三河地域

への応援は 4 社（各種車両台数計 9 台、人員 10 名）でした。

県外へ応援する回答は 19 社でした。県内では、いずれの地域において

も 21 社が応援し地元に協力する結果でした。

※県内と県外の両方に応援可の場合は、両方に計上。

ご回答ありがとうございました。
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講習日 時間 内容

2020 年 3 月 27 日（金）
9:30～12:00

13:00～16:30

①電気に関する基礎理論②拝殿理論及び配線設計

③電気機器、配線器具並びに電気工事用の材料及

び工具

2020 年 3 月 28 日（土）
9:30～12:00

13:00～16:30

④電気工事の施行方法⑤一般用電気工作物の検査

方法⑥配線図⑦一般電気工作物の保安に関する法

令

講習日 時間 内容

2020 年 6 月 26 日（金）
9:30～12:00

13:00～17:00

①工具の正しい使い方※絶縁被膜のはぎ取り方

②電気回路図の要点について※単線図から複線図

2020 年 3 月 28 日（土）
9:30～12:00

13:00～16:30

③完成施工までの一貫作業

（重大及び軽微欠陥の絶滅ポイントについて）

2020 年度 上期

第二種電機工事士 受験対策講習会のご案内

電気工事の欠陥による災害の発生防止をするために、電気工事法によって、一定範囲

の「電気工作物」の作業に従事するものには、電気工事士の国家資格の取得が義務付け

られています。

「第２種電気工事士」は電気資格の中で比較的取得しやすいため、電気技術者の育成

を図る場合も、第一ステップとして取り組まれる資格です。

今回も、一般社団法人日本科学技術センター様より「2020年度上期第二電気工事士受

験対策研修会」のご案内をいただきましたので、是非ご活用下さい。

◆講習日程

会 場 ： 桜華会館  名古屋市中区三の丸 1-7-2

受講料 ： 筆記・技能コース（4 日間）    74,000 円（税別）

      筆記コース（2 日間）       32,000 円（税別）

      技能コース（2 日間）       46,000 円（税別）

定 員 ： 60 名（定員になり次第、〆切）

「筆記コース」

「技能コース」 ※作業工具は各自ご持参ください

▼ 技能試験の作業工具 ≪ご希望の方には予約販売いたします≫
※1～6 は指定工具です。 受験者は必ず試験会場へ持参しなければなりません。

1. ペンチ   2. ドライバー(プラス・マイナス) 3. ナイフ

4. スケール  5. ウォータポンププライヤ   6.リングスリーブ用圧着工具

▼ 指定工具以外の必須(作業時間短縮のための)工具 VVF(VA)線ストリッパをぜひご用意ください。
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既にご案内しておりますが、令和 2 年の新春を迎えるにあたり、

恒例の新年名刺交換会を下記の要領にて開催致します。

ご多忙のことと存じますが、万障繰り合わせのうえ、是非ともご

出席を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

記

1.日時  令和 2年 1月 16 日（木）17：00 開会

1.会場  名古屋東急ホテル 4F 雅の間

1.会費  1 名様につき 10,000 円

  ※ 立食パーティ形式で懇親会を行います。

  ※ 当日のキャンセルは、会費 10,000 円を後日請求させて

頂きます。

  ※ 出欠はがきをまだご提出いただいていない方は早急に

ご返信下さい。

以上

新年名刺交換会のご案内
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愛知県衛生事業協同組合
〠460-0008 愛知県名古屋市中区栄 4-3-26（昭和ビル 5F）

TEL 052-241-7692 ・ FAX 052-241-7693

事務局からのお知らせ

☆年末年始休業

令和元年 12 月 28 日（土）～令和 2 年 1 月 5 日（日）までお休みをい

ただきます。

  組合員の皆様にはご不便をお掛け致しますが、何卒よろしくお願い申

し上げます。

来年度の講習会についてのアンケート調

査にご協力ください

皆様方には常日頃より、一般廃棄物の適正処理等の従事者の知識・技能の向上

にご尽力を頂きありがとうございます。

さて、令和 2 年度における各講習会の実施予定について各関係機関からご照会

を頂いております。

日本整備教育センター主催は受講者希望者が 60 人から 80 人、日本環境衛生セ

ンター・日本科学技術センター主催は受講希望者が 20 人いらっしゃいましたら、

当組合が受付機関として名古屋市内での講習会開催が可能です。

つきましては、同封の受講希望申込書にご記入のうえ、来る令和 2 年 1 月 15

日（水）までに事務局宛、FAX にてご回答下さいますようお願い申し上げます。

皆様におかれましては、どうぞよいお年をお迎えください。


